
瀬戸市職員の定年に関する規則をここに公布する。 

令和４年１２月２７日 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市規則第４０号 

瀬戸市職員の定年に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、瀬戸市職員の定年等に関する条例（昭和５９年瀬戸

市条例第１６号。以下「条例」という。）に基づき、職員の定年に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 （勤務延長に係る任命権者） 

第２条 条例第４条に規定する任命権者には、併任に係る職の任命権者は

含まれないものとする。 

（勤務延長職員の併任の制限） 

第３条 任命権者は、勤務延長職員（条例第４条第１項又は第２項の規定

により引き続き勤務している職員をいう。以下同じ。）が従事している

職務の遂行に支障がないと認められる場合を除き、勤務延長職員を併任

することができない。 

（勤務延長に係る他の任命権者に対する通知） 

第４条 任命権者は、勤務延長（条例第４条第１項の規定により職員を引

き続き勤務させることをいう。以下同じ。）を行う場合、勤務延長の期

限（同項の期限又は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以

下同じ。）を延長する場合及び勤務延長の期限を繰り上げる場合におい

て、職員が任命権者を異にする職に併任されているときは、当該併任に

係る職の任命権者にその旨を通知しなければならない。 

（定年に達している者の任用の制限） 



第５条 任命権者は、採用しようとする職に係る定年に達している者を、

当該職に採用することができない。ただし、かつて職員であった者で、

任命権者の要請に応じ、引き続き国家公務員、他の地方公共団体に属す

る地方公務員又は特別職に属する地方公務員となっているもの（これら

の職のうち一の職から他の職に１回以上引き続いて異動した者を含

む。）を、当該職に係る定年退職日（条例第２条に規定する定年退職日

をいう。次項及び第７条において同じ。）以前に採用する場合は、この

限りでない。 

２ 任命権者は、昇任し、降任し、又は転任しようとする職に係る定年に

達している職員を、当該職に係る定年退職日後に、当該職に昇任し、降

任し、又は転任することができない。ただし、勤務延長職員を昇任し、

降任し、又は転任する場合は、この限りでない。 

（辞令の交付） 

第６条 任命権者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、職員に対

して辞令を交付しなければならない。ただし、第１号又は第６号に該当

する場合のうち、辞令の交付によらないことを適当と認めるときは、辞

令に代わる文書の交付その他適当な方法をもって辞令の交付に代えるこ

とができる。 

⑴ 職員が定年退職（条例第２条の規定により退職することをいう。）

をする場合 

⑵ 勤務延長を行う場合 

⑶ 勤務延長の期限を延長する場合 

⑷ 勤務延長の期限を繰り上げる場合 

⑸ 勤務延長職員を昇任し、降任し、又は転任したことにより、勤務延

長職員ではなくなった場合 



⑹ 勤務延長の期限の到来により職員が当然に退職する場合 

（職員への周知） 

第７条 任命権者は、当該職員に係る定年及び定年退職日を適当な方法に

よって職員に周知させなければならない。 

（報告） 

第８条 市長は、定年に達した職員に係る勤務延長の状況に関し、任命権

者から定期的に報告を求め、その的確な把握に努めるものとする。 

（雑則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、職員の定年の実施に関し必要な事

項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（地方公務員法の一部改正等に伴う関係条例の整備に関する条例附則第

５条の規則で定める職及び職員） 

第２条 地方公務員法の一部改正等に伴う関係条例の整備に関する条例

（令和４年瀬戸市条例第３１号。以下「整備条例」という。）附則第５

条の規則で定める職は、次に掲げる職のうち、当該職が基準日（令和５

年４月１日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４月１

日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）の前日

に設置されていたものとした場合において、基準日における新条例定年

（同条に規定する新条例定年をいう。以下この条において同じ。）が基

準日の前日における新条例定年（同日が令和５年３月３１日である場合

には、整備条例第８条の規定による改正前の瀬戸市職員の定年等に関す

る条例（以下「旧条例」という。）第３条に規定する定年に準じた年



齢）を超える職（当該職に係る定年が整備条例第８条の規定による改正

後の瀬戸市職員の定年等に関する条例第３条に規定する定年である職に

限る。）とする。 

⑴ 基準日以後に新たに設置された職 

⑵ 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 整備条例附則第５条の規則で定める職員は、前項に規定する職が基準

日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該

職に係る新条例定年（同日が令和５年３月３１日である場合には、旧条

例第３条に規定する定年に準じた年齢）に達している職員とする。 

３ 第５条第２項ただし書の規定は、整備条例附則第５条の規定により昇

任し、降任し、又は転任することができない場合について準用する。 

（雑則） 

第３条 前条に規定するもののほか、この規則の施行に関し必要な経過措

置は、市長が定める。 

 


